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   第３章  施策の取組 
 

施策 1 支援が必要なや保護者に必要な支援が届くまちをつくる 

 

 

 

 

 

 現 状  

令和 6 年度に沖縄県が実施した「沖縄県こどもの実態調査」において、困窮世帯の割合

はおよそ 5 人に 1 人が貧困状態にあるという結果になっています。平成２７年度と比べると改

善傾向にはありますが、一人当たりの県民所得など各種指標が示す沖縄県の子ども達を取

り巻く状況は、全国と比べてもいまだ深刻な状況となっています。 

子どもの将来が生まれ育った環境に左右されることがないよう、一人ひとりの子どもに寄り

添い、家庭の状況を把握し、必要な支援が届くような環境づくりが必要です。子どもの貧困対

策には、子育て世帯の経済的な負担軽減や支援員の配置の他、居場所づくりや学習支援な

ど、それぞれの関係機関が連携し、子ども達の状況に応じた適切な支援が求められています。 

経済的な理由により就学が困難と認められる児童生徒の保護者へは、学校給食費、学用

品費、修学旅行費等を援助する「就学援助制度」を実施しています。平成３０年度からは、翌

年度小学校入学予定の保護者に対しランドセル等を購入するための小学校入学準備金支

給も実施しています。 

子育て世帯の経済的な負担軽減を図るため、小・中学校の学校給食費については、国・県

の支援に加え本市が公費で支援することにより、無償化としています。 

本市は「給付型奨学金制度」を創設し、成績が優秀で修学する意欲があるにもかかわら

ず、経済的な理由で県内大学等への進学が困難な方を対象に、入学及び修学に必要な学資

の給付を行っています。 

  

子育てが楽しくなるまちづくり 

支援が必要なこどもや保護者に必要な支援が届くまちを

つくる 

政  策 

施策 1 
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施策 1  

１ 経済的な支援による育ちの応援 

 

 課 題  

（１） 学校や関係機関と連携した子どもの貧困対策の推進 

○子どもの貧困対策にあたっては、市長部局や関係機関等と連携して取り組む必要があり

ます。 
 

（２） 学校給食費支援の継続 

○継続的に学校給食費の支援を行うには、本市の財政的な負担が大きいことの課題があ

ります。 
 

（３）高等教育機関への進学及び修学の支援 

○経済的な理由により、大学等への進学を諦めることなく修学できるよう、経済的な支援を

継続することが求められています。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 就学援助制度の促進 

○経済的に困窮している世帯への支援として、市長部局や関係機関等と連携した就学援

助制度の周知に加え、申請手続きのオンライン化など、利便性向上を図りながら、支援を

必要とする世帯が漏れなく制度を利用できるよう努めます。 
 

（２） 国や県と連携した学校給食費支援の推進 

○学校給食費の無償化については、自治体間の格差が生じることなく、保護者の経済的な

負担を軽減するために、国や県に財政的支援を要望していきます。 
 

（３）奨学金給付の継続による進学及び修学の支援 

○「給付型奨学金制度」を引き続き実施し、奨学金の給付により大学等への進学及び修

学意欲の維持を後押しできるよう支援していきます。 

 

施策 1  

２ こどもや保護者のそれぞれに適した支援の実施 

 

 課 題  

（１） こどもや世帯の状況把握と関係機関へのつなぎ 

○全てのこどもが安全・安心な生活ができるよう、貧困家庭のこどもの置かれている状況

を把握し、各家庭の状況に応じた適切な支援が求められています。 

 

 取組の柱と方針  

（１） こどもや世帯の状況把握と関係機関へのつなぎ 

○支援が必要なこどもや世帯の状況を把握するため、子ども寄添支援員を活用し、関係

機関へのつなぎなど支援制度の周知と利用を図ります。また、学校をはじめとする関係

機関と連携して適切な支援を行っていきます。   
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 現 状  

これからの未来を担う子ども達は、自分のよさや可能性を認識し、他者を価値ある存在とし

て尊重し、多様な人々と協働しながら社会的変化を乗り越え、持続可能な社会の創り手となる

ことが求められています。そのため、「物事を主体的に捉える姿勢」、「課題を乗り越える力」、

「自らの人生を舵取りする力」が必要です。 

また、グローバルな視点で、主体的に多様な他者と協調できるコミュニケーション能力を備

え、異なる文化に理解を示し、自身のアイデンティティを確立したグローバル人材の育成が求

められています。 

授業改善等を通して学力向上や主体的・対話的で深い学びの実現に取り組んでいます。

確かな学力の他にも防災教育、キャリア教育、人権教育といった幅広い学びと、自身の生活や

実現したい将来・未来を関連付け、自発的に学びに向かう力を養うことが重要です。 

外国人児童生徒や、小中学校における医療的ケアが必要な児童生徒等、多様な背景を持

つ児童生徒が年々増加していることから、インクルーシブ教育★や個別最適な学びの推進が

求められています。 

全国的に不登校児童生徒が増加しています。不登校については、そのきっかけや理由は

様々です。不登校児童生徒を生まない取り組みや、一人ひとりに応じた働きかけを行い、「学

校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を主体的に

捉えて、社会的に自立することを目指す支援が必要となっています。 

子どもたちが自ら学びに向かい心豊かに成長をしていくためには、健やかな生活基盤・安

定した生活習慣が整っている必要があります。そのためには、バランスのとれた食事、適切な

運動習慣、十分な休養・睡眠や、SNS 等の適切な利用等、生活リズムの確立が大切です。子

どもの基本的な生活習慣を形成し豊かな心や健やかな体の育成のため、家庭・地域と協力し

ながら取り組む必要があります。 

学校を取り巻く課題が多様化する中で、教員の意欲とその能力が最大限に発揮することが

できる環境整備が求められています。本市では、教員を対象とした法定研修や経年研修、教

育講演会及び教育講座等の実施を通して、教員の資質・能力の向上に努めています。 

近年、学校の担う役割が複雑化し、教員の負担の増加が深刻な状況となっています。専門

的知見やスキルを持つ人材を活用した組織的な支援が求められています。また、本市は業務

量の適切な管理や健康及び福祉の確保を図るため学校における働き方改革を推進してきま

した。那覇市の未来を担う子ども達の育成のために、まず教員の負担を軽減することで充実

した教育環境につながると考え、更なる取組を推進する必要があります。 

 

自らの力で未来を拓く子ども達を応援するまちをつくる 

自ら学び心豊かに成長する子どもを応援するまちをつくる 

政  策 

施策 ２ 
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施策２  

１ 学力向上の推進 

 

 課 題  

(1)学力向上の推進 

〇令和 7 年度の全国学力・学習状況調査で、本市は小学校「国語」は、全国平均正答率を

上回りましたが、「算数」では、下回る結果となりました。また、中学校「国語」及び「数学」

は、いずれも下回り、全国との差が広がる結果となりました（参照 1）。また、解答分析から

記述式や思考をともなう問題において課題がみられます。思考力・判断力・表現力の育成、

「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実、さらに ICT の効果的な活用の推

進が必要です。 

  

〇児童生徒アンケートによると、子どもたちが授業で楽しいと感じるときは「授業の内容が

わかったとき」「難しい問題が解けたとき」が上位を占めています。自己の成長や達成感

を感じることで、授業に対して前向きになることがわかります。反面、学習面で不安がある

児童生徒が増加しています。そのため、より一層「分かる授業」に向けた授業改善が望ま

れます。 

 

〇本市の児童生徒の生活習慣に関する調査（令和 4 年１１月実施）によると、児童生徒の

家庭学習時間は令和元年度より改善したものの、小学生の約 40％、中学生の約 35％

が 1 時間未満となっています。家庭学習時間の増加と習慣化に向けた取り組みが求め

られます。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全国学力・学習状況調査における本市と全国の平均正答率比較 参照 1 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

（小学校）国語 3.3 0.4 0.8 1.3 1.2

（小学校）算数 1.8 -0.2 -0.5 -1.4 -1.0

（中学校）国語 -2.6 -2.0 -2.8 -2.1 -3.3

（中学校）数学 -2.2 -5.4 -6.0 -4.5 -6.3
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 取組の柱と方針  

(1)学力向上に関する取り組みの強化 

〇小中学校の解答状況を鑑み、解けなかった項目の要因分析・傾向を考察し、全職員によ

る対応策の共通理解・共通実践や、子ども同士で学び合う授業改善を図り、全国学力・

学習状況調査の全国平均正答率の全国水準となるよう取り組みます。 

 

〇児童生徒が自分に合った学び方を工夫し、学習意欲を高め、自立した学習者の姿を獲

得できるよう、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図ります。また、Ｉ

ＣＴを効果的に活用する等、児童生徒が「学び方」を学習する授業づくりに努めます。 

  

〇「分かる授業」に向けた授業改善として、児童生徒の達成感や成長を図るために、探究

的な学習や体験的な活動を通し、多様な他者と協働しながら、課題を解決する場を設定

する等、児童生徒にとって必要感のある「協働的な学び」の充実を図ります。 

 

〇小学校 3 年生算数、中学校 1 年生数学など、学習面の不安や、つまずきのみられる等

の児童生徒に対し学習支援を行う支援員を活用し、個に応じた支援の充実に取り組み

ます。 

 

〇児童生徒や保護者へ、家庭学習の大切さを浸透させ、自学自習力の育成に努めます。 

 

〇教師は、児童生徒から「問い」を引き出し、授業をファシリテートする力を高め、児童生徒

が、授業を通して「学び方」を育み、自立的な家庭学習につなげていけるよう支援します。 
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 課 題  

（２） 幼児教育から義務教育までを通した継続的・計画的な指導 

〇幼児期の生活や遊びを通して学んだ力を小学校教育へ円滑に移行していくことが重要

です。「架け橋プログラムの推進」4等により、子どもの発達や学びの連続性を踏まえた

「保幼こ小連携」のあり方を充実させ、小 1 プロブレム5に対応する必要があります。 

 

〇那覇市の小中一貫教育は自立期最終年度を迎えたことから、令和 8 年度以降は、各校

の特色を生かし、小中一貫教育を「自分事」として捉え、「持続可能な取組」となることが

求められます。そのためには、全教員が同じ視点を持つことや、児童生徒が主体的に取り

組むことが必要です。 

 

 取組の柱と方針  

（２） 幼児教育と小学校教育の連携推進、小中一貫教育の推進に向けた計画及び実施 

〇スタートカリキュラムの作成やこども園、保育所、私立幼稚園等を含めた幼児教育、小学

校等の双方の関係者による協議会を開催する等、「架け橋プログラムの推進」により、幼

児教育から小学校教育への円滑な接続を図ります。 

 

〇中学校区を単位とする小中一貫グループが自校の児童生徒の実態を踏まえ、義務教育

９年間を通じて育成を目指す子どもの姿を明確にし、発達の段階に応じた「より持続可

能な」指導・支援を行うことで、児童生徒が主体的に取り組む教育を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 保幼こ小の架け橋プログラム 

就学前（5 歳）から小学 1 年生の子ども達を対象とした、幼稚園・保育所・認定こども園（幼保）から小学校へのスムーズ

な移行を支援する取り組み。この就学前（5 歳）から小学 1 年生の時期を「架け橋期」と呼びます。 

 
5 「小 1 プロブレム」 

小学 1 年生の学級において、入学後の落ち着かない状態がいつまでも解消されず、教師の話を聞かない、指示通りに行

動しない、勝手に授業中に教室の中を立ち歩いたり教室から出て行ったりするなど、授業規律が成立しない状態へと拡大

し、こうした状態が数ヵ月にわたって継続する状態。 

 

小学校区保幼こ小連絡協議会 
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 課 題  

（3） 国際理解教育の推進 

〇小学校中学年では外国語活動が、高学年で外国語科が導入されました。本市において

は、グローバルな人材の育成を図るため、義務教育 9 年間を見通した、カリキュラムの拡

充や支援・指導の充実が求められています。 

〇沖縄県版児童生徒質問紙調査によると、小学校中学校ともに英語学習が将来役立つと

感じる生徒は多くいる一方、学年があがるとともに英語学習の肯定的回答は減少する傾

向がみられます（参照２）。また、沖縄県版到達度調査によると、話すことに課題がありま

す（参照 3）。また、CEFR Ａ1 レベル（英検３級相当レベル）の生徒割合は県の割合を

上回っていますが、国の割合を下回っています（参照4）。このことからも、「英語の使い手」

として必要とする実践的なコミュニケーション能力を育成するための授業改善が必要で

す。  

〇中学校においては小学校の外国語教育を踏まえた指導と ICT 機器や生徒用端末の有

効活用などにより、更なる言語活動の充実が求められています。 

〇外国籍や帰国直後で日本語指導が必要な児童生徒が増加していることから、教材や指

導者の確保、在籍学級における授業と日本語指導との橋渡しや連携等のより良い方法

の構築が求められています。 

〇外国にルーツを持つ子どもたちも含めすべての児童生徒が学習・協働していくためには、

日本・外国双方の言語・文化を相互に理解する包摂性が醸成される必要があります。 

  

  

令和4年度 令和5年度 令和6年度

那覇市　CEFR A1

相当レベル
41.5% 46.4% 47.4%

沖縄県　CEFR A1

 相当レベル
38.6% 40.3% 37.6%

　国 　　　CEFR A1

 相当レベル
49.2% 50.0% 52.4%

中学校１年生英語科

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

（A）那覇市到達度 44.9% 40.4% 51.1% 44.6%

（B）沖縄県到達度 42.0% 37.9% 48.1% 43.0%

（C）那覇市到達度

※話すこと領域のみ
43.4% 61.7% 59.5% 47.3%

（D）沖縄県到達度

※話すこと領域のみ
45.0% 61.7% 62.1% 50.1%

中学校2年生英語科

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

那覇市到達度 52.7% 52.5% 54.1% 41.3%

沖縄県到達度 50.3% 49.0% 51.5% 38.2%

那覇市到達度

※話すこと領域のみ
64.0% 70.8% 61.6% 45.1%

沖縄県到達度

※話すこと領域のみ
64.4% 71.6% 62.0% 50.8%

参照２ 

参照４ 

参照３ 



 

 

- 27 - 

第
３
章 

施
策
の
取
組 

 取組の柱と方針  

（３） 国際理解教育の推進 

〇小学校・中学校の期間を合わせた義務教育 9 年間を通して、「グローバル教育で育てた

い力 ABCD」（A：Agency,Action 主体性・行動力）、（B：Believe 自信）、 

（C：Communication, Challenge 協働力・挑戦力）、（D:Diversity 多様性）を掲げ、

グローバル人材の育成に取り組みます（参照 5）。 

〇英語指導員（AET/JTE）の配置人数を拡充し、日ごろから異文化理解の充実と実践的

なコミュニケーション能力の向上を図る機会の創出に努めます。また、これまで開催して

きた異文化交流会の開催方法や内容の工夫改善を図り、国際的視野を育むとともに、コ

ミュニケーションへの積極的な態度を育成します。 

〇小学校においては、英語指導員とともに、英語を使ったゲームや歌などを適宜加えながら

発達段階に応じて英語に慣れ親しむ機会の創出に努めます。また、「グローバル・多文化

共生の担い手」「英語の使い手」となる素地を育むカリキュラムを実施します。その際、英

語指導員（AET/JTE）との効果的なティーム・ティーチング、児童用端末や ICT 機器の

効果的な活用を通して、児童の興味関心を引き付ける取り組みを進めていきます。  

〇中学校においては、生成 AI をはじめとしたデジタル教材などを有効活用しながら、言語

活動の充実を図ります。加えて、英語指導員との実践的なコミュニケーションの機会の創

出に努めることを通して、聞く、話す力の向上を図ります。 

〇日本語指導が必要な外国人や帰国児童生徒の学校での「居場所」の確保に努め、学習

面や生活面の相談ができるよう配慮するなど、児童生徒の新しい環境への円滑な適応

に向けての支援を図ります。 

 

 

 

 

 

 

  

参照５  グローバル教育で育てたい力 ABCD 

C

他者や自分を価値ある

存在として尊重し、多様

な人々と協働しながら持

続可能な社会を創ろうと

する力
D

ありのままの自分の良

さや可能性を認め、自

分を信じ、好きや得意を

いかす力

B

変化を起こすために自

分で目標を設定し、振

り返り、責任もって行動

する力

A

次世代を担う人材の

グローバル教育

Communication

（伝える力・受け取る力）

Challenge

（挑戦・試行錯誤し続ける力）

Agency

Action

（主体性・行動力）

Believe

（信じる力）

Diversity

（多様性）

・相手の話しに耳を傾ける力

・自分の思いや考えを表現する力

・失敗を恐れず挑戦する力
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施策２  

２ 防災教育、キャリア教育及び人権教育等の充実 

 

 課 題  

（１） 安全・安心な学校づくり 

〇災害時に自分の身を守りつつ、自分にできることを考え行動するなど、学校生活以外の

場面でも災害に対応できるよう、地域と連携して取り組む必要があります。 

〇身近に災害が発生しないと考え、防災の学習に興味がない児童生徒もおり、防災を自分

事として捉えられるよう、主体的に行動する態度を育成する必要があります。 

（２） 効果的なキャリア教育の実施 

〇学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職業的自立に向けて必要

な基盤となる資質・能力を身に付け「自らの人生を舵取りする力」がもてるよう、キャリア

教育の充実を図る必要があります。 

〇那覇市の児童生徒は、将来の仕事を選ぶ理由として、関心や自己のよさを生かすことを

重視しています。そのため、「自分ができること」「意義をかんじること」「自分の良さを生

かせること」等について意識した教育活動が重要になります。 

（３） 道徳教育、人権教育及び平和教育の充実 

〇「特別の教科道徳」では、児童生徒が議論し、考えを深めるような学習指導を工夫する

必要があります。 

〇那覇市の児童生徒は、今よりももっと、一人ひとりの人権が守られる学校になるために必

要な取組みとして、小学生は困り事を相談できる体制を、中学生は自身の考えを周りが

受け入れてもらえる環境を求めています。学校の教育活動全体を通して、人権意識を高

め、お互いの個性を尊重するよう促し、いじめ防止等に取り組む必要があります。 

〇児童生徒の平和を希求する心を育むには、平和教育を一過性の取組にせず、組織的・計

画的・継続的に取り組む必要があります。 

〇戦後８０年以上を経て戦争体験者である語り部の方が少なくなる現状において、本県の

歴史や地域の特性を考慮し、沖縄戦の実相や平和の尊さを次世代へ継承する必要があ

ります。 

〇将来の社会の創り手として、主体的に社会の形成に参画する態度を育成する事が求めら

れています。教育活動全体を通して、児童生徒の主権者意識を醸成する取り組みが必要

です。 

〇「性の多様性を尊重する都市・なは」を宣言する本市においては、「性の多様性6の尊重」

についての理解と児童生徒への配慮及び適切な対応についての理解を深める必要が

あります。 

 
6 「性の多様性」 

人が持つ性のあり方が、男性と女性という二つのカテゴリーに限定されるものではなく、多様なものであるという考え方をいいます。

性的指向、性自認、身体の性、性表現など、様々な要素が組み合わさって、一人ひとりの性が形成されるという概念をいいます。 
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 取組の柱と方針  

（１） 危機管理マニュアルの見直しと防災教育の実施 

〇地震・津波等を想定した防災訓練を実施するとともに、不審者対策や火災・地震・津波時

における防災体制や避難方法などに関する危機管理マニュアルの見直しを行います。 

〇地域と連携し、児童生徒が、どんな時どんな場所でも災害に対し、自ら判断し安全な行

動がとれる力を身に付けられるよう、防災教育の充実に努めます。 

（２） 効果的なキャリア教育の実施 

〇社会的・職業的自立に向けた資質・能力を身につける体験的な学習は、児童生徒の発

達の段階に応じた学ぶ目的や目標を明確にし、事前・事後学習の充実を図ります。また、

保護者や地域・企業等と協力・連携し、効果的な体験学習を図ります。 

〇自分を理解し自身の良さを生かすことを含めた能力（かかわる力・ふり返る力・やりぬく

力・みとおす力）を育成するため、これらの力と関連させながら授業改善を推進し、学び

をつなぐ「キャリア・パスポート」7の活用を通して資質・能力の育成を図ります。 

（３） 道徳教育、人権教育及び平和教育の充実 

〇「特別の教科 道徳」について、学習指導要領の趣旨を生かした各種研修会の取組みを

充実させます。 

〇児童生徒の人権意識の高揚を図るとともに、全ての子どもが自分を大切にし、自分らしく

生きるための偏見差別のない教育を推進します。また、「那覇市いじめ防止基本方針」に

基づき、各小中学校での組織的取組を充実させ、いじめ防止の徹底を図ります。 

〇平和教育を、学校の教育活動全体を通じて取り組みます。平和の大切さを自ら発信し、

平和を構築できる児童生徒の育成を目指し体験学習や調べ学習の充実を図り、平和に

ついて主体的に考えることができる平和教育を推進します。 

〇平和教育担当教諭の研修会を計画的に実施するなかで、戦争体験者である語り部の方

から体験談を聞くことや平和関連施設との連携、見学などを通して、沖縄戦の実相や平

和の尊さを次世代へ継承する取組みを図ります。 

〇各学校において、社会科の学習をはじめ教育活動全体を通して主権者教育に取り組む

ことにより、児童生徒が主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を育成

します。 

〇性の多様性に配慮し、誰もが自分らしくあることの大切さについての理解を深めていきま

す。 

 
7  キャリア・パスポート 

学習指導要領の特別活動において、「学校、家庭及び地域における学習や生活の見通しを立て、学んだことを振り返

りながら、新たな学習や生活への意欲につなげたり、将来の生き方を考えたりする活動を行う」際に、児童生徒が「活動

を記録し蓄積する教材等を活用すること」とされたため、本市においてはキャリア・パスポートとして取り入れています。 
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施策２  

３ 特別支援教育に関する支援の充実 

 

 課 題  

（１） 特別支援教育に関する支援の充実 

〇特別な支援を要する児童生徒に対しては、自立と社会参加を見据えて、教育的ニーズに

最も的確に応える指導を提供できる柔軟な体制を整備する必要があります。 

〇子どもたちは、障がいに関係なく共に学ぶためには、「助け合う気持ちをもつこと」「先生

も含め障がいについて良く学ぶこと」「障がいに関係なく一緒に長く過ごすこと」が必要

だと考えています。この事からも、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒が可

能な限り同じ場所で共に学び合うインクルーシブ教育8の仕組みが構築される必要があ

ります。 

 

（２） 医療的ケア児の個々の状況に応じた適切な支援 

〇医療的ケア児9のケアにかかる時間や手技は様々であり、児童生徒個々の状況に応じた

支援について柔軟に対応する必要があります。また、校外学習や宿泊を伴う学校行事等

で、保護者の負担が軽減されるよう支援体制の整備が求められています。 

 

  

 
8 インクルーシブ教育 

国籍や人種、言語、性差、経済状況、宗教、障がいの有無に関わらず、すべての子ども達がともに学び合う教育の

ことをいいます。 

9 医療的ケア児 

日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器の管理や経管栄養、喀痰（かくたん）吸

引など）を受けることが不可欠である児童生徒のことをいいます。 
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（１） 特別支援教育に関する支援の充実 

〇柔軟な体制整備の視点として、個別最適な学びと協働的な学びを基盤に据えることが大

切です。一人ひとりに合ったきめ細やかな指導や合理的配慮10のある体制整備の充実

を図ります。 

〇インクルーシブ教育★の仕組みを構築するために、校内支援委員会の機能強化を行いま

す。また、研修会等でのユニバーサルデザイン★の視点を踏まえた事例紹介を通して全

職員へ理解の浸透を図ります。 

〇通常学級や特別支援学級の児童生徒が、共に尊重しながら協働して学び合う効果的な

交流学習及び共同学習の推進を図ります。 

〇特別支援教育に関する理解を深めるため、教員等の特別支援教育に関する研修を充実

させます。 

 

（２）医療的ケア児の個々の状況に応じた適切な支援 

〇医療的ケアを必要とする児童生徒の安全安心な学習環境の確保、保護者の負担軽減及

び医療的ケア児★の自立促進を図るため、学校に看護師を派遣し、対象児童生徒に必

要な医療的ケアを実施します。 

〇日常的に医療的ケアを行う必要はないが、疾病を抱え適宜見守りが必要な児童生徒に

対しては、ケア児の健康面・安全面のサポートや緊急時の対応がとれるよう努めます。 

〇校外学習や宿泊を伴う学校行事等では、学校と保護者、教育委員会等が協議し、負担

が軽減される体制の整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
10 合理的配慮 

障がいのある児童生徒一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズに応じて決定される学びを保障するために必要

な支援をいいます。例えば、教員や支援員等の確保、施設・設備の整備のほか、個別の教育支援計画や個別の指導

計画に対応した柔軟な教育課程の編成や教材等の配慮などが挙げられます。 
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施策２  

４ 生活リズム確立の推進 

 

 課 題  

（１）家庭における子どもの生活リズムの確立 

〇基本的な生活習慣の乱れは、学習意欲や体力、気力低下の要因の一つとなり、このよう

な状況を改善するため各種調査の結果を分析し、取組みの検討を継続していく必要が

あります。 

〇「早寝・早起き・朝ごはん」「食べて動いてよく寝よう」を推奨し、基本的生活習慣の重要

性について、学校・家庭・地域と連携・協力した取組が重要となります。 

 

（２）携帯電話・スマートフォン利用に関する保護者等との連携 

〇本市の児童生徒は、平日 1 日のうち、情報機器でゲームや SNS、動画視聴にかける時

間は、小学生と中学生の過半数が 2 時間以上かけていることが分かっています。また、 

2 割近い子どもたちは家庭における情報機器の使い方の約束が無かったり守られてい

ない実態があり、過度な利用による視力低下や依存といった生活リズムが乱れる原因に

なります。児童生徒の携帯電話・スマートフォン利用については、生活リズムに与える影響

が大きいことから、学校、保護者、市ＰＴＡ連合会、警察等が、相互に連携を取り対応する

必要があります。 

 

（３）食育、喫煙・飲酒・薬物乱用防止等の健康安全教育 

〇児童生徒の健やかな成長のために、望ましい食習慣の確立を促す必要があります。 

〇喫煙や飲酒、薬物などの健康への影響についての理解を深めさせる学習に取り組み、学

校や関係機関が協力、連携していくことが必要です。 

〇市内の児童生徒の一人当たりのむし歯本数は、全国と比較すると多いことから、口腔状

況を改善する必要があります。 
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（１）PTA との連携による生活リズム確立の促進 

〇沖縄県教育委員会で家庭教育を中心とした「家(や)～なれ～運動★」を実施しています。

本市においても、ＰＴＡと連携し、食事・運動・睡眠のバランスの取れた生活リズムの確立

を促します。 

〇平成１７年度から本市が取り組んでいる夜遊び防止のための「Ｇｏ家(ゴーヤー)運動★」

により、早めの帰宅を呼びかけ、生活リズムの乱れを防ぎます。 

〇本市や他機関の実施する子どもの生活習慣・生活実態に関する調査の結果を分析・活

用し、小学校低学年は 9 時半までの就寝を推奨するなど、基本的な生活リズムの確立

に努めます。 

 

（２）携帯電話・スマートフォン利用実態の把握及び保護者等との連携による指導 

〇児童生徒の携帯電話・スマートフォン利用実態の把握と、情報リテラシーの醸成に取り組

みます。また、学校、保護者、市ＰＴＡ連合会、警察等と連携し、引き続き子どもたちの生活

リズムについての現状の共通理解を図り、指導に取り組みます。 

 

（３）食育、喫煙・飲酒・薬物乱用防止等の健康安全教育の充実 

〇栄養教諭等との連携を図り、健康教育副読本「くわっちーさびら」を活用した食の指導の

充実に努めます。 

〇学校では、喫煙や飲酒による健康への影響について理解を深める学習が実施されてい

ます。この様な学習を継続しながら、年々変化する薬物の実態を捉え、専門家を講師に招

いての「薬物乱用防止教室」や保健体育の時間での学習により、児童生徒への注意喚

起に努めます。 

〇子どもたちの口腔状況の改善のため、関係機関と連携しフッ化物洗口の普及に取り組み

ます。学校においては、フッ化物洗口液（ポーションタイプ）11を活用し、児童生徒のむし

歯予防に取り組みます。 

  

 
11 フッ化物洗口 

むし歯予防のためのフッ化物応用については、予防効果が高く安全であることが、科学的・学術的に保障されて、国内

外の専門機関が一致して推奨しています。学齢期にフッ化物洗口を継続して長期的に実施することで、永久歯のむし歯

予防に効果的であるとされ、本市においては、希釈濃度管理の安全性を考慮し、ポーションタイプを選択しています。 
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施策２  

５ 教師の指導力向上のための研修機会の充実 

 

 課 題  

（1） 教師の研修機会の充実 

〇これからの学校には、多様な人々と協働しながら豊かな人生を切り拓き、持続可能な社

会の創り手となる児童生徒を育成することが求められています。その実現には、児童生徒

一人一人に「生きる力」の基礎となる資質・能力を育むことが重要です。 

〇教育の担い手である教師は研究と修養に励み、その職責の遂行に努め資質・能力の向

上を図ることが不可欠であり、高い専門性と実践力を身に付けていくための研修を充実

させていく必要があります。 

  

（2） 情報活用能力育成における指導力向上と ICT 研修の充実 

〇児童生徒の情報活用能力の育成や、協働的な学びを充実するためには、教師が ICT を

効果的に活用できる指導力を身に付ける必要があります。 

〇教師が ICT を活用した指導ができるように、ICT 活用研修を充実させていく必要があり

ます。 
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（1） 教師の研修機会の充実 

〇児童生徒一人一人に「生きる力」の基礎となる資質・能力を育むために、教師が教育の

課題や方向性を的確に共有するとともに、研修内容の充実に向けて、実践的な授業力や

指導力の向上を図る研修を実施します。 

  

（2） 情報活用能力育成における指導力向上と ICT 研修の充実 

〇授業における ICT の効果的な活用と協働的な学びの充実に向けて、ICT 情報教育推

進部会を運用し、児童生徒用端末を活用した授業実践を全小中学校に情報共有しま

す。さらに、情報活用能力を図るため情報教育に関する研修や講座を実施します。 

〇ICT 支援員の活用を図り、各学校における ICT 活用研修の充実に努めます。 
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施策２  

６ ＩＣＴ環境の整備と活用 

 

 課 題  

（１） ＩＣＴ機器等及び教育データの効果的な活用 

〇児童生徒用端末や電子黒板等の ICT 機器、教育データの効果的な活用に向け、教員

の ICT スキルを向上させる必要があります。 

〇ICT の活用によって蓄積される教育データは、教員が培ってきた経験や勘に加え、児童

生徒の状況をデータで可視化する等、個に応じた指導を充実させることが可能です。こ

れらは、教科や学年を跨ぐ連続性のある指導にもつなげることができ、指導力を向上さ

せることが可能となるため、今後、教員・学校を支える重要な要素となることから、本市に

おいても取り組みの加速化が必要です。 

 

（２）最適な通信環境の構築 

〇本市の学校のネットワークについては、ネットワーク環境の評価（アセスメント）によると、

ネットワークの機器構成などが原因で通信が安定しないことが課題とされたことから、安

定した通信環境を確保する必要があります。 

 

（３）デジタルドリル等デジタル教材の活用 

〇デジタル教材は授業で活用されているものの、教員主体の活用に留まっていることから、

児童生徒の主体的な活用を促す必要があります。 

〇学校間でデジタル教材の活用頻度や活用方法に格差が見られます。デジタル教材の活

用は個別最適な学びに効果があることから、格差解消に向けた取組が必要です。 
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 取組の柱と方針  

（１） 教員向け ICT 研修の充実化及び教育データ活用の定着 

〇児童生徒用端末や電子黒板等を効果的に活用するため、教員向け ICT 研修を充実さ

せるとともに、効果的な活用方法や優良事例などを情報提供し、教員の ICT スキルの

底上げを図ります。 

〇教育データの利活用は、全国的にも今後推進していく分野となっています。そのため、本

市においても他市町村の事例を参考に、データ活用に関する研修を開催するなど、学習

状況の把握や学習指導等にデータを活用する意識を醸成していきます。 

 

（２）最適な通信環境の構築 

〇ネットワークの統合やシステムのクラウド化を推進するとともに、データ通信量の増加に対

応できるよう最適な通信環境を構築します。 

 

（３）デジタルドリル等デジタル教材の活用促進 

〇学校や家庭においてもデジタル教材の活用が図られるよう児童生徒用端末の活用促進

に努めます。 

〇ＡＩ等の最新技術を搭載したデジタル教材を活用することで、児童生徒自身の主体的な

学びを促しつつ、学習状況に応じた個別最適な学びにつなげてまいります。 

〇デジタル教材の活用促進にあたっては、ICT 支援員や関係部署と連携し、教員が学び活

用しやすい環境の充実に努めます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
関連計画等 

 ◇那覇市校務 DX 計画 
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施策２  

７ 不登校児童生徒等への支援 

 

 課 題  

（１） 不登校児童生徒等への対応及び支援 

〇本市の小中学校における不登校率（児童生徒 1,000 人当たりの出現率）は、全国平均

を上回っています。特に、小学校の不登校率増加に伴い、不登校の低年齢化や長期化の

傾向が見られます。 

 

〇不登校率の減少を図るとともに、小学校の段階から社会的自立に向けた学びの意欲を

持たせる支援に取り組む必要があります。また、中学校の不登校に占める遊び・非行傾

向の割合は減少しているものの、さらなる減少を図る必要があります。 

 

〇児童生徒の不登校の要因は、複雑かつ多岐にわたります。このような、各々の特性や世

帯の状況等を把握し、適切な支援体制を構築するとともに、関係機関が連携し支援に繋

げることが重要です。 

 

〇沖縄県内で補導される少年の不良行為について、深夜徘徊が全体の半数近くを占めて

いる状況となっています。そのため、日中及び夜間の街頭指導・巡回で出会う不登校等

の子どもたちに寄り添い、声かけを行う必要があります。 
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 取組の柱と方針  

（１） 不登校児童生徒等への対応及び支援 

〇小中学校の不登校への対応について協議する「不登校等対策委員会」を設置し、「不登

校・問題行動等の状況把握学校訪問」「不登校対策研修会」「なは市登校支援リーフ

レット」などの不登校対策事業が有機的に機能するよう推進していきます。 

〇不登校等の様々な悩みを持つ児童生徒、保護者及び教員に対して、心理士等による教

育相談及び支援を行い、不登校児童生徒の登校復帰や社会的自立につなげていきま

す。さらに、教職員のメンタルヘルス相談、校内研修等への職員派遣も行います。 

〇心理的・情緒的不安等が要因で登校できない子どもたちが、安心して過ごせる継続的な

活動の場を提供し、主体性や社会性の育成及び対人関係能力の向上を図り、社会的自

立を促進していきます。 

〇遊び・非行傾向や不登校が長期化している児童生徒に対して、体験活動等を通して日中

の教育的な活動の場を提供し、将来の社会的自立に向けた支援を行います。 

〇不登校児童生徒等や過卒生で高校進学の希望を抱いている青少年に対しては、学習支

援を行い、高校進学への具体的な意欲を持たせるなど、社会的自立を促します。また、学

習支援を希望するが、教育相談課への来所が困難な不登校児童生徒等に対しては、学

校内の別室や公民館等の公共施設を活用して学習支援を行い、よりよい学校生活を送

れるようサポートします。 

〇教育相談支援員を小中学校に配置し、不登校及び不登校傾向の児童生徒や保護者の

相談・支援に取り組みます。支援員を対象に研修会を実施し、不登校の現状､未然防止､

初期対応等について、情報交換や助言を行います。また、学校の教育相談担当教諭や生

徒指導主事が中心となり、「チーム学校」として機能できるよう支援します。 

〇不登校または教室に入れない児童生徒等への校内支援体制を確立するため、「校内自

立支援室」を設置して学習支援員を配置し、学校内での居場所づくりや学習支援等を

行い、不登校の未然防止や学校復帰を図ります。 

〇児童生徒の「遊び・非行」による不登校等の問題行動への対策・対応として、本市では

独自に「生徒サポーター」を各中学校に派遣し、相談、学習支援、体験活動等の生徒支

援を通して、学校内での居場所づくりに努めます。 

〇小中学校の生徒指導主事による生徒指導主事連絡協議会を開催し、情報交換を行い、

児童生徒の問題行動等の未然防止を図ります。 

〇青少年の問題行動がよく見られる学校周辺の溜まり場等を巡回して、徘徊する不登校等

の青少年への「声かけ」を行い、帰宅を促します。また、必要に応じて、地域で活動してい

る青少年指導員や学校、警察等関係機関と連携し、深夜徘徊等の非行の未然防止や早

期対応に努めます。 
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施策２  

８ 地域とともにある学校づくり 

 

 課 題  

（1）社会に開かれた教育課程の実現 

〇学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を持ち、教育課程を介してその目標を社

会と共有する必要があります。 

〇地域と学校が組織的・継続的に連携・協働した教育活動のために、「社会に開かれた教

育課程」の実現が求められています。 

〇学校においては、児童生徒や地域の実情に応じて、学校として目指すべき教育の在り方

を家庭や地域と共有し、その連携及び協働のもとに教育活動の充実が望まれるため、学

校運営協議会12と地域学校協働活動★の一体的な推進が必要です。 

 

（2）学校運営協議会導入に向けた理解の促進 

〇本市においては、令和 6 年度から学校運営協議会の段階的な導入を進めており、令和９

年度に全市立小中学校への導入が完了する予定です。効果的な取組みを実現するため

には、学校関係者と保護者・地域住民の理解を深める必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（1）学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的な推進 

〇地域とともにある学校づくりの実現を図るために、学校運営協議会と地域学校協働活動

を一体的に推進します。 

 

（2）円滑な導入と効果的な取組に向けて 

〇学校運営協議会導入予定校を対象に、導入説明会や研修会を開催し、計画的な導入に

向けた取り組みを行います。また、導入校を対象に、実施に向けた学校支援を行います。 

〇学校と保護者・地域が、めざす子どもの姿を共有し、学校の様々な課題をそれぞれの立

場で主体的に参画し、子どもたちの成長を支えていきます。 

〇地域の人的・物的資源の活用や、社会教育を学校教育に生かす連携を図ります。 

〇学校運営協議会では、「未来志向」と「課題解決」の二つの視点を軸に議論を深め、社

会に開かれた教育課程の実現を目指した協議の充実に努めます。 

  

 

12 学校運営協議会 

学校運営協議会は、社会に開かれた教育課程実現のために、学校、保護者や地域が、めざす子どもの姿を共有し、学

校の様々な課題をそれぞれの立場で主体的に参画し、子どもたちの成長を支えていく仕組みをいいます。また、学校運営

協議会を設置した学校をコミュニティ・スクールと呼びます。 
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学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的推進のイメージ 

  

 
関連計画等 

 ◇那覇市学校運営協議会設置プラン 

教
育
委
委
員
会

任命

助言

意見
学校運営

教職員の任用 委員

保護者、地域住民、

有識者、校長、

地域学校協働活動推進員等

学校運営や必要な

支援に関する協議

学校運営協議会

校長

会長

説明 承認

意見

可能な内容

の情報提供
地域学校協働活動推進員

地域学校協働活動推進員
地域と学校（学校運営協議会）をつなぐコーディネーターの役割

地域学校協働活動推進員

保護者

コミュニティ・スクール

（学校運営協議会制度を導入した学校）

委嘱

情報共有

情報共有

地域学校協働活動 協議を踏まえ

た支援活動

地域住民

PTA
子ども会

社会教育団体

文化・スポー

ツ団体

企業・NPO

地域住民等の参画を得て、

・放課後等における学習支援・

体験活動（放課後子ども教室等）

・授業補助、校内清掃、登下校対応、

部活動補助などの学校における活動

・地域の防災活動やお祭り等地域の

伝統行事への参画など地域を活性化

させる活動

などを実施※地域学校協働本部

地域の人々や団体による「緩やかなネットワーク」を形成した地域学校協働活動を推進する体制

小中一貫全体会議

※小中一貫グループ内の学

校運営協議会の全体会議

です。グループ内のことを議

題に取り上げます。

学校運営協議会

学校運営協議会

那

覇

市

小

中

一

貫

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ

・

ス

ク
ー
ル

学校運営の基本方針

学校運営・教育活動
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施策２  

９ 教員の子どもと向き合う時間の確保及び充実 

 

 課 題  

（１）教員の負担軽減に向けた人的支援体制の充実 

〇教員の負担軽減を図ることで、子どもと向き合う時間の確保等のための体制整備が求

められており、専門性に基づくチーム体制の構築、教員以外の専門スタッフの参画が不

可欠となります。 

 

 取組の柱と方針  

（１）教員の負担軽減へ向けた人的支援体制の充実 

〇学校で起こる保護者とのトラブルやいじめ問題等について、「子どもの最善の利益13」を

目的に、法的側面から専門的なアドバイスを得るためにスクールロイヤー（弁護士）を活

用して、学校におけるトラブル未然防止のための法律相談や研修等を実施します。 

〇学校で起こる理不尽・過剰なクレーム、あるいは児童生徒に係るいじめ・触法行為・SNS

トラブル等に迅速に対応するため、学校問題解決支援員を配置し、専門的な知見からの

アドバイスを行うことで、教員の負担を軽減し、教員の本来業務の充実を図ります。 

〇中学校部活動の適正な在り方と地域移行に向けた取組を推進するため、中学校部活動

指導員を市立中学校に配置し、教員の負担軽減と持続可能な部活動の実現を図りま

す。 

〇教員が児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備することを目的に、教

員の業務支援に従事し、負担軽減を図る教員業務支援員を小中学校に配置します。 

 

  

 

 

 

 
13 「子どもの最善の利益」 

子どもに関わる全ての事柄において、その子どもにとって最も良いことを最優先に考えるという原則。 
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 課 題  

（2） 教員の負担軽減に係る取組の推進 

○働き方改革の取組は「公助・共助・自助」に分けて捉えることができます。これまで、「公

助」として、教育委員会と市長事務部局が連携しながら取組を進める「那覇市立小中学

校教員負担軽減タスクフォース★」を設置し支援しました。今後は、学校が組織として改

善に取り組む「共助」、教員自身が改善する意思をもって業務にあたる「自助」により、教

員の負担軽減を図り、活き活きと働ける環境を整える必要があります。 

○学級運営や事務作業をデジタル化して効率的にするとともに、データ活用による学習指

導・学校経営の高度化を図る必要があります。 

 

（3） 教員のメンタルヘルス対策に係る取組の推進 

○本市における教員のメンタル不調による休職者の割合は、全国と比較すると高い割合に

あります。教員の心身の不調は教員個人の健康問題にとどまらず、子どもたちへの教育

の質にも影響を及ぼします。このような背景から、教員の心身の健康維持を支援する取

り組み、安全で働きやすい職場環境の整備、そして長時間労働の改善は、早急に取り組

むべき重要な課題となっております。  

 

 取組の柱と方針  

（2） 教員の負担軽減に係る取組の推進 

〇民間事業者によるコンサルティングを活用して作成した「業務改善アクションプログラム
★」の浸透を図り、学校がチームとして改善していく「共助」、そして教員自身のタイムマネ

ジメントやスキルアップ等を図り改善していく「自助」によって働き方改革を推進します。ま

た、アクションプログラムを始めとした各種支援策を通じて、教育委員会として教員の負

担軽減を引き続き支援していきます。 

〇校務の DX 化★による業務の効率化・円滑化を推進し、教員が教育活動に集中できる時

間を確保できるよう支援します。 

 

（3） 教員のメンタルヘルス対策の推進 

○教員が心身ともに健康で職務に専念できる環境を整えるため、産業医や保健師による

相談・支援体制を充実させます。学校における労働安全衛生管理体制の整備、ストレス

チェックの受検率向上、職員研修等を通してメンタルヘルスの知識やストレス管理方法を

教員が学ぶ機会を設けます。また、安心して相談できる雰囲気を作ることを目指します。

これにより、教員が安心して働ける環境を支え、子どもたちへの教育の質の向上につな

げます。 

 
関連計画等 

 ◇那覇市校務 DX 計画 
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施策の指標 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策２-１ 学力向上の推進  

 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策２-１ 学力向上の推進   

 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策２-4 生活リズム確立の推進    

 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策２-5 教師の指導力向上のための研修機会の充実    

 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策２-6 ICT 環境の整備と活用    

 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策２-７ 不登校児童生徒等への支援    

 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策２-9 教員の子どもと向き合う時間の確保及び充実  

国語 0ポイント

数学 ー4.5ポイント

国語 ー2.1ポイント

数学 0ポイント

指標
全国学力・学習状況調査における全国正答率との差（中学校

国語・数学）

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

小学校 58.0%
指標 「学校に行くのが楽しい」と答えた児童生徒の割合

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

小学校 52.0%

中学校 57.0%中学校 51.0%

小学校 95.0%
指標 決まった時刻に起床している児童生徒の割合

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

小学校 91.1%

中学校 95.0%中学校 92.9%

初任研 98.0%
指標

「沖縄県公立学校教員等育成指標」を基にした本市の達成

率

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

初任研 98.0%

中堅研 93.0%中堅研 90.3%

指標
授業にICTを活用して指導することが「できる」または「やや

できる」と回答した教員の割合

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

81.5% 90.0%

中学校 9.0%未満中学校 9.0%

小学校 10.7%
指標 相談機関等に繋がっていない不登校児童生徒の割合

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

小学校 19.7%

小学校 159人
指標

時間外在校等時間が月80時間を超える教職員の年間延べ

人数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

小学校 187人

中学校 300人中学校 351人
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【市蝶】：オオゴマダラ／Idea leuconoe 

マダラチョウ科の蝶。日本最大の蝶で、ひらひらと舞うように飛ぶ優雅な姿から

「南国の貴婦人」の別名でも呼ばれ、さなぎは鮮やかな「黄金色」で神秘的な輝き

を放っています。生息域は沖縄以南の亜熱帯地域で南国を象徴する蝶であり、市

内各所で自然に舞うオオゴマダラの姿が見られます。 



第３章  施策の取組 
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 現 状  

学校施設は、子ども達の学習の場、生活の場であるとともに、地域の交流の場でもありま

す。そのため、第一に安全で安心な環境であることが求められており、本市では令和 5 年 4

月に老朽校舎等の耐震化を完了しております。一方で、地球温暖化の防止や循環型社会へ

の移行、インクルーシブ教育★への対応にも取り組む必要があり、教育環境に求められる機能

は時代の変化に伴い多様化しています。 

学校給食施設については、現在、単独調理場１０ヵ所、小規模学校給食センター11 ヵ所、

大規模学校給食センター3 ヵ所で、那覇市立小中学校５３校に学校給食を提供しています。

学校内で自校分を調理する単独調理場のうち、老朽化した調理場については、建て替えによ

る小規模学校給食センター化を進めています。 

  

自らの力で未来を拓く子ども達を応援するまちづくり 

学校施設の補修・整備をすすめ、安全安心な教育環境が

あるまちをつくる 

 

政  策 

施策 3 

天妃小学校校舎 令和 5 年度完成 
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古蔵小学校屋内運動場 令和 6 年度完成 

与儀学校給食センター 令和 7 年度完成 



第３章  施策の取組 
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施策 3  

１ 学校施設の維持管理及び長寿命化対策 

 

 課 題  

（１） 学校施設の維持管理及び長寿命化対策 

○学校施設のうち、危険性のある箇所の的確な把握、適切で速やかな補修等、常に安全な

状態を維持することが求められています。 

○循環型社会への移行、学校施設の長寿命化への対応が求められております。これらに対

応するため、計画的な改修・更新を行い適切な教育環境を確保する必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 学校施設の維持管理及び長寿命化対策 

○学校施設の安全点検を日常的に実施し、安全性確保のための修繕を速やかに行いま

す。各学校との修繕に係る連絡調整を、システムを介し行う事で迅速かつ密に行い、緊

急性の高いものについては、優先的に実施します。また、小規模修繕等については、環境

整備員の派遣により迅速に対応します。 

○学校施設を長期にわたって使用できるよう、予防保全を行いながら良好な教育環境の

維持・向上を図ります。また、那覇市学校施設等長寿命化計画に基づき、計画的な改修・

更新を行い、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減及び各年度における予

算の平準化に取り組むとともに、学校施設に求められる機能・性能の確保との両立を図

ります。 

   

 
関連計画等 

 ◇那覇市学校施設等長寿命化計画 
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施策 3  

２ 学校施設のバリアフリー化 

 

 課 題  

（１） 学校施設のバリアフリー化 

○インクルーシブ教育★の推進に向け、誰もが安全安心に利用できる、施設のバリアフリー

化などが必要になります。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 学校施設のバリアフリー化 

○障がいのある児童生徒も安心して学べる学習環境を確保するためにエレベーター設置

や段差解消など学校施設内のバリアフリー化を進めます（参照 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参照 6  学校施設のバリアフリー化について 

 

障がいのある児童生徒も安心して学ぶことができるよう、エレベーターの設置など学校施設の

バリアフリー化を進め、インクルーシブ教育を推進していくための学習環境を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エレベーターを設置し、障がいのある児童生徒も、各棟へ円滑に移動できる環境を整備しま

した。(首里中学校 令和 7 年度完成) 

 

 
関連計画等 

 ◇那覇市学校施設等長寿命化計画 



第３章  施策の取組 
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施策 3  

3 学校給食施設の整備及び小規模学校給食センター化の推進 

 

 課 題  

（１） 老朽化した学校給食施設の整備 

○現在本市の学校給食は、複数校分を調理する１４の学校給食センターと、学校内で自校

分を調理する１０の単独調理場で調理を行っています。安全安心な学校給食を提供する

ために老朽化した施設を計画的に整備していく必要があります。 

○衛生管理の観点から、ウェット方式からドライ方式14への移行に取組んでおり、環境の変

化を踏まえ、給食施設の改修、整備について計画的に進める必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 学校給食施設の計画的な整備 

○「那覇市学校給食施設整備計画」に基づき、学校給食施設の整備及び小規模学校給

食センター化を推進します。真和志学校給食センターの改築については、令和１０年度の

完成を目指し取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
14 ウェット方式、ドライ方式 

ウェット方式とは、厨房を清潔かつ衛生的に保つため、床面を水で流して使用する方式をいいます。一方、ドライ方式

は、全ての調理機器が排水管に接続され、全ての排水を床にこぼすことなく、厨房の床面を乾いた状態で使用するため、

ウェット方式に比べ床面からの跳ね水による二次汚染を防ぐといった衛生管理面の向上や作業環境の改善が可能とな

ります。 

 

与儀学校給食センター ドライ方式 
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施策の指標 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策 3-2 学校施設のバリアフリー化 

 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策 3-3 学校給食施設の整備及び小規模学校給食センター化の推進 

 

 

小学校 100%
指標 小中学校における昇降機設置率（設置校数/全学校数）

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

小学校 88.9%

中学校 100%中学校 76.5%

指標 小規模学校給食センターの数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

10施設 １2施設
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 現 状  

少子・高齢化、人口減少に加えコロナ禍を経て急激な社会の変化が生まれました。世代間

の交流が減り、子育て世帯が孤立化するなど、地域のつながりや支え合いの希薄化、地域活

動の機会が減少する傾向にあります。 

地域社会のつながりを高め、世代それぞれのライフステージでの課題を捉えていくこと、国

際化に伴う多様な文化に対して理解を深めることなど市民の抱える課題やニーズも多様化し

ております。 

また、AIをはじめとした情報技術の発展は、私たちの生活をより便利にし、生活や働き方、

学習方法や学びの機会にも影響を与えています。場所や時間、社会的環境条件に関わらず

学べる機会が増え、インターネット上の居場所をとおして社会へのつながりが促進されること

が期待されます。半面、情報化社会の恩恵を受けられない人もいるなど情報格差が生じてお

り、また、リアルな体験活動や交流活動の減少による体験格差が生じています。 

国、県及び市の関連する計画においては、より良い社会、地域、人生を目指すため「持続可

能な社会の実現（SDGs）」、「生きがいのある社会の実現（ウェルビーイング★）」及び「こど

もまんなか社会の実現」が掲げられています。人生１００年時代を見据え生涯を通して学び活

躍できる環境の整備と、子ども・若者、子育て世代、セカンドライフといった広い範囲での、誰も

取り残さない社会の実現が求められています。 

こうした背景をふまえ、年齢や性別、国籍、障がいの有無にかかわらず学習できる機会の充

実が求められており、地域とのつながりや社会的包摂の推進の観点からも、生涯学習に期待

される役割はますます大きくなっています。 

本市では７館の公民館・図書館を地域に設置しているほか、人材育成機能に加え、コミュニ

ティ機能及びライブラリー機能を有する人材育成支援センターまーいまーい Nahaを設置し

ております。また、那覇市立小中学校のうち 32校に地域学校連携施設★を設置し、生涯学習

を行うための環境整備に努めています。 

この様な環境を効果的に活用し、市民一人ひとりが必要な時に学ぶことができるよう、学習

機会の充実を図るとともに、地域課題についての学習機会の提供や学習の成果を生かせる

仕組みをとおして市民の学びを支援していく必要があります。 

  

生涯学習を推進し、地域の教育力を向上させるまちづくり 

どこでも誰でも生涯学習できるまちをつくる 

政  策 

施策 4 
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施策４  

１ 生涯学習活動拠点の整備・充実 

 

 課 題  

（１） 生涯学習活動拠点の整備・充実 

〇施設の複合化の可能性について検討していく必要があります。 

〇老朽化が懸念される社会教育施設の適切な維持管理点検と計画的な改修や更新が必

要とされています。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 生涯学習活動拠点の整備・充実 

〇地域学校連携施設等★の整備について、市の財政状況や他施設の整備との整合性を勘

案しながら検討していきます。 

〇那覇市社会教育施設長寿命化計画に基づき、施設の予防保全の観点から改修等を計

画的に行うことにより、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減及び各年度

における予算の平準化に取り組みます。また、社会教育施設の LED化を推進するなど、

良好な施設環境の維持・向上や安全性の確保を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  



 

 

- 54 - 

 

施策４  

２ 生涯学習関連事業の充実 

 

 課 題  

（１） 多様化する学習ニーズや時代・地域に即した学習環境の整備・充実 

〇ライフステージの変化や、障がいの有無、国籍や言語に関わらず、生涯を通して学び続け

られる環境の整備が求められています。 

〇生活課題や地域課題に応じた学習プログラムや、多様な視点や価値観に触れることの

できる交流機会、体験活動の提供が求められています。 

〇時間、距離、身体的な理由でお越しになれない方のために、出前講座やオンライン配信

等を活用した取組が必要となります。 

〇情報格差（デジタル・ディバイド★）の問題として、特に高齢者のインターネット利用率は他

世代に比較し低い傾向にあります。 

 

（2） 学んだ成果の地域等への還元 

〇学んだ市民が「学びの循環★」の視点に立ち、その成果を地域等に還元し、様々な活動に

つなげていくための支援を行う必要があります。 

 

（3）学習情報の提供・学習活動に関する相談の充実 

〇市民が主体的に学ぶため、学習情報の提供を工夫するとともに、学習活動に関する相談

への対応を充実させる必要があります 

〇令和 6年度に実施した市民アンケート調査における「生涯学習を行っていない理由」と

して、主に「時間」、「費用」、「場所」のほか、「情報」や「学ぶきっかけ」の不足などが挙

げられます。 

 

（４） 地域での子育ての必要性 

〇家庭の子育ての孤立化を解消し、地域の未来の担い手となる子どもを、地域や社会全体

で育成する必要があります。 

 

（５） 社会・経済の変化や国際化に対応するための人材育成 

〇本市の将来を担う人材の育成を図るため、沖縄県及び本市のリーディング産業である観

光産業等の多様な分野で活躍できる人材の育成が求められています。 

〇多くの外国人が暮らすようになり、文化や価値観などの相互理解の必要性が高くなって

います。 
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 取組の柱と方針  

（1） 市民の学習ニーズや地域課題に応える学習環境の整備・充実 

〇ライフステージや年代に応じた多様な講座を提供するとともに、公民館等が市民やサーク

ル、地域団体の学習活動や交流の場として気軽に活用できる環境を整えます。 

〇市民の学習ニーズや地域課題を反映した学習プログラム、多世代交流や体験活動の機

会を提供します。 

〇障がいを持つ方や高齢による視力低下といった、文字情報を取得するのが困難な方にも

読みやすい本や、音声資料等の充実に努めます。また、時間や場所の制約を受けずに済

む電子図書館の更なる充実に努めます。 

〇高齢者を対象に、積極的な社会参加を促す「高齢者学級」や、情報格差（デジタル・ディ

バイド★）の解消を図るため、スマホ体験講座などを実施します。 

〇ウェブ会議システムや動画配信サービス等を活用することにより、場所や時間を気にする

ことなく学習プログラムを受けることができる機会を提供します。 

 

（2） 学んだ成果を地域等に還元していくための支援 

〇学級・講座の参加者に対して、サークル活動への移行を促し、継続して学ぶことの大切さ

を伝えるとともに、市民が学んだ成果を発表し還元する場や、地域活動等へつなげるた

めの支援を行います。 

 

（3） 学習情報の提供・学習に関する相談の充実 

〇市民が主体的に生涯学習活動に取り組めるよう、講座案内・講師紹介やレファレンス

サービス★など学習に関する相談に対応し、誰でも気軽に相談できる環境を整えます。 

〇多くの市民に講座等の情報を広く発信し提供するため、市の広報紙等の紙媒体での情

報提供のほか、SNS等を活用した情報提供の充実を図ります。 

 

（4） 家庭を取り巻くコミュニティ形成の促進 

〇家庭教育に関する学習機会の提供、情報交換等をとおして、子育ての悩みや不安を共有

し、家庭教育に関する不安を軽減する事業や、親子関係の形成を目指す事業などを実

施することで、より良い家庭環境づくりを支援します。これらの活動が仲間づくりのきっか

けとなり、家庭と地域との繋がりを促進する取組みを進めます。 

 

（5） 国際化に対応する人材育成のための各種講座の開設 

〇観光産業等の分野で活躍できる人材を育成するため、語学習得、国際相互理解増進、

独自文化継承・発信に関する講座等を実施します。 

  

 
関連計画等 

 ◇第３次那覇市生涯学習推進計画 
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施策４  

3 協働による生涯学習の推進 

 

 課 題  

（１） 地域コミュニティ活動の充実 

〇地域社会は、生活の場であり、身近な学習活動の場となっています。地域社会を支え、担

い手となる人材の育成が求められています。 

〇地域のつながりの希薄化により、世代間での交流や、体験活動の機会の減少などが懸

念されます。地域課題に応じた住民相互の学び合いや交流、体験活動を促進する場や

機会の提供が必要です。 

 

（2） ＮＰＯ、大学、企業等との連携強化 

〇地域生活の課題の解決や、市民の学習活動に対する支援を充実させるには、地域と一

体となった活動を推進し、ＮＰＯや企業、地域団体等との連携・協働をすることで、多様な

担い手による学習内容や学習機会の提供が必要です。 

 

（3） つながりを育む社会教育人材の育成 

〇地域課題に応じた住民相互の学び合いや交流、体験活動を促進する機会を提供するた

めには、様々な分野の施策と連携しながら、市民や地域団体間のつながりづくり・地域づ

くりを担うことができる人材の育成が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

CGG活動 公民館美化清掃 

うみそら上映会 in若狭海浜公園 
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 取組の柱と方針  

（1） 地域コミュニティ活動の充実 

〇高齢者、子育て世代、子ども・若者といった多世代が、それぞれが有機的に繋がり、地域

社会全体が学びの場となるような、活動の場の提供や居場所づくりを行います。 

〇地域の団体等と連携し、地域課題に対応した事業や多世代間交流に関する事業を実施

します。 

 

（2） NPO、大学、企業等との連携強化 

〇NPO、大学・専門学校、企業等の有する専門性や資源等を有機的に連携しながら、協働

による相乗効果を生み出すことで、学びの多様化や高度化、地域等と一体となった活動

を推進します。先駆性・柔軟性を有する NPO、専門知識・技術を有する大学等の高等教

育機関、社会貢献活動を行う企業、那覇市協働大使★等とのネットワークづくりに努めま

す。 

〇地域の教育力の充実や青少年の健全育成を図るため、社会教育関係団体との連携及

び継続的な活動の支援を行います。 

 

（3） 市民・団体・職員等の育成支援 

〇多様な市民・団体・職員等に対し、時代に即した学習機会を提供しつつ、学びを通じた

「人づくり・つながりづくり・地域づくり」を支える専門性などを備えた人材の育成を推進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
首里公民館まつり茶会 

うまんちゅすりてぃ CGG年末美化清掃 プラス ONE 

新春もちつき交流会 

 
関連計画等 

 ◇第３次那覇市生涯学習推進計画 
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施策４  

4 地域との連携による青少年の健全育成 

 

 課 題  

（１） 子ども・若者の健やかな成長のための支援 

〇子ども・若者が、安心して健やかに成長し、豊かな人間性や社会性を身に付けるため、

様々な体験・交流や学習の機会を得るとともに、地域や社会に関わっていけるよう支援す

る必要があります。 

〇子ども・若者が自己を確立し、地域活動や社会に参加・参画し、自立していく力を獲得し

ていくために、活動の場や機会を創ることが求められています。 

 

（２） 地域の青少年育成における多様な担い手の育成や活動支援 

〇青少年団体や子ども・若者自身が地域活動の企画・運営に参画する経験は、子ども・若

者の地域活動への関心を高めるとともに、地域活動の活性化につながります。このような

状況を推進していくには、青少年団体や指導者・リーダー育成の支援が必要とされてい

ます。 

 

 

 

  

青少年健全育成綱引き大会 

那覇市少年の主張大会 
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 取組の柱と方針  

（１） 成長に応じた豊かな体験や学習機会の提供と社会参加の推進 

〇たくましい子ども・若者を育むため、成長に応じた豊かな体験や学習ができるよう、野外

活動・集団宿泊生活の体験や環境教育等、多様な学習機会の提供を図ります。 

〇子ども・若者が自ら考え、社会に参加・参画できるよう、自主性や創造性、社会性の育成

を図りつつ、子ども・若者の意見や思いが社会に反映されるよう支援し、青少年の社会

的自立を支援していきます。 

〇青少年の交流や居場所づくりの推進を図るため、仲間とのコミュニケーション・レクリエー

ション等を通して、気軽に交流のできる場を提供し、青少年が安心して活動できる環境を

確保します。 

 

（２） 青少年団体等との連携の推進 

〇青少年団体の機能の強化及び活動の充実を図ることで、子ども・若者の地域活動への

主体的な参加・参画の促進や、指導者・リーダーの育成につながることから、子ども・若

者の育成・支援に関わる団体等との連携を推進します。 

 

 

 

  

なは教育の日 

 
関連計画等 

 ◇第３次那覇市生涯学習推進計画 
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はたちの記念式典 

那覇市少年 

自然体験 
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施策の指標 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策 4-2 生涯学習関連事業の充実 

 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策 4-2 生涯学習関連事業の充実 

 

 
  ➡ 該当する具体的な取組：施策 4-3 協働による生涯学習の推進 

 

 

 

 

  

指標 図書館来館者数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

362,526人 379,084人

771件

指標 レファレンス（調査相談）の件数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

675件

70事業

指標 公民館における地域連携・世代間交流事業の実施数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

64事業
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 現 状  

スポーツ・レクリエーション活動は人々の健康及び体力の保持増進、精神的な充足感の獲得

等のために欠かせないものです。市民のライフスタイルや価値観の多様化、健康志向の向上に

加え、加速度的に進展する少子高齢化や高度情報化などの社会環境の変化に伴い、市民のス

ポーツ・レクリエーションへの関心やニーズは多岐にわたります。 

令和 5年度に実施した市民意識調査によると、本市における成人のスポーツ実施率（過去

1年間にスポーツを週 1回以上実施した割合）は全国におけるスポーツ実施率より高くなって

おり、沖縄県におけるスポーツ実施率と同程度となっています。 

子ども達の基礎的な体力や運動能力の向上、心身の健全な発達・成長を促す観点から、ス

ポーツ・レクリエーション活動は重要な意味を持ちます。急激な少子化が進むなかでも、将来に

わたって生徒が継続的にスポーツに親しむ機会を確保するため、これまで中学校での部活動と

して行われてきたスポーツ活動を、学校を含めた地域全体で支える休日部活動の地域連携・地

域展開が求められています。 

スポーツ・レクリエーション活動は、高齢者の生きがいづくり、障がいのある人の社会参加に

つながることから、誰もが気軽にスポーツを楽しめる環境づくりが必要とされています。 

本市では、市民がそれぞれのライフステージに合わせて、気軽にスポーツ・レクリエーション

に参加・実践できるよう、各種事業や大会を開催し、市民の健康づくり、体力向上の推進を図

るとともに、スポーツ・レクリエーション環境の整備・充実に取り組んでいます。また、市内の体

育施設において、プロスポーツキャンプ・プロ野球公式戦等のスポーツイベントが開催され、レ

ベルの高いスポーツ競技を観ることができる機会を提供しています。 

その他、省エネルギー化の推進やユニバーサルデザイン15に基づいた施設整備等、スポー

ツ施設に求められる機能は時代の変化に伴い多様化しています。 

 

  

 
15 ユニバーサルデザイン 

あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等に関わらず、多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインす

る考え方をいいます。 

 

生涯学習を推進し、地域の教育力を向上させるまちづくり 

どこでも誰でも生涯スポーツができるまちをつくる 

政  策 

施策 5 
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施策 5  

１ 身近でスポーツ・レクリエーションができる環境の整備、充実 

 

 課 題  

（１） 快適なスポーツ環境の整備・充実 

○市民が、スポーツ・レクリエーション活動に親しむことのできる環境を整備、充実させる必

要があります。 

○スポーツ施設においても照明設備の LED化等による省エネルギー対策を推進する必

要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 快適なスポーツ環境の整備・充実 

○本市のスポーツ施設の中核を担う那覇市民体育館、那覇市民首里石嶺プール、漫湖公

園市民庭球場及び那覇市営奥武山体育施設等の既存施設の改修・改善を計画的に行

い、併せて照明設備の LED化等による施設の省エネルギー化を図ります。 

○プロスポーツや各種スポーツ競技大会等を誘致できるよう、各施設の機能強化を図りま

す。 

○スポーツ施設の整備、充実にあたっては、ユニバーサルデザイン★の考え方に基づき、高

齢者や障がいのある人、すべての人がスポーツ・レクリエーションに取り組みやすい施設

となるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
照明設備を LED化した那覇市営奥武山野球場及び漫湖公園市民庭球場 

 
関連計画等 

 ◇那覇市スポーツ推進計画 
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施策 5  

2 
市民のライフステージに合わせたスポーツ・レクリエーションの

機会確保 

 

 課 題  

（１） スポーツ・レクリエーション活動をとおした健康・生きがいづくりの機会提供 

○人生を楽しく健康で生き生きとしたものにするため、スポーツ・レクリエーション活動の習

慣化に向けたきっかけづくりが必要です。 

 

（２） 市民のスポーツ・レクリエーション活動の機会提供 

○働き盛りや子育て世代を中心にスポーツ・レクリエーションから遠ざかる傾向にあり、運

動不足等による体力の低下、生活習慣病の増加がみられます。市民の健康増進のため

に、スポーツ・レクリエーションに参加する機会を提供する取り組みが必要です。 

 

（３） 児童生徒のスポーツ・レクリエーション活動の推進 

○スポーツに積極的に取り組む児童生徒が多い一方で、そうではない児童生徒も一定数

存在しており、より多くの児童生徒がスポーツに親しめる取り組みが必要です。また、児

童生徒アンケートによると、競技力の向上を一番の目的に活動したい児童生徒も一定数

いることから専門的な指導等による競技力の向上も求められています。 

〇那覇市の児童生徒は、放課後や休日に取組みたい事として、スポーツ活動を挙げていま

す。急激な少子化が進む中でも将来にわたって子ども達がスポーツ活動に継続して親し

む機会を確保・充実させるため、これまで中学校での部活動として行われてきたスポー

ツ活動を、学校を含めた地域全体で支える休日部活動の地域連携・地域展開が求めら

れています。 

 

（４） 高齢者や障がいのある人のスポーツ・レクリエーション活動の推進 

○障がいのある人が日常的に参加できるスポーツ・レクリエーションの機会が十分ではな

いため、高齢者や障がいのある人等全ての市民がスポーツ・レクリエーションに親しむこ

とができるよう支援を行う必要があります。 
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 取組の柱と方針  

（１） スポーツ・レクリエーション活動をとおした健康・生きがいづくりの機会提供 

○市民の健康意識を高め、日常的な運動習慣を身に付けるきっかけづくりとして、また、そ

れぞれのライフスタイルに合わせ、生涯にわたってスポーツ・レクリエーション活動を楽し

むことができるよう、健康ウォーキング大会や各種スポーツ教室・大会を開催します。 

 

（2） 市民のスポーツ・レクリエーション活動の機会提供 

○市民の健康や体力、スポーツ・レクリエーションについての関心と意識を高めるため、「ス

ポーツフェスティバル inなは」を開催します。 

○地域でのスポーツ活動を推進するため、また、コミュニティづくりの一助として地域スポー

ツ教室を開催します。 

 

（３） 児童生徒のスポーツ・レクリエーション活動の推進 

○市内のこども園、小中学校、地域スポーツクラブなどを対象に、技術及び指導力に優れ

た「スポーツ専門指導員」を派遣し、高いレベルのスポーツを体験できる機会を提供し、

技術の向上や目的意識の高揚を図ります。 

○那覇市スポーツ少年団の育成・支援を行うことにより、児童生徒の健全な育成を図りま

す。また、適切な休養日・活動時間の設定等、発達段階に応じたスポーツ活動の適正化

のため、スポーツ庁のガイドライン等を踏まえた活動指針の周知に努めます。 

○市・県を代表して県外スポーツ大会に派遣される児童生徒に対して、派遣費用の一部を

補助することにより、スポーツ競技力の向上と人材の育成を図ります。 

○生徒が継続してスポーツに親しむ機会を確保するため、まずは休日の中学校運動部活

動を地域主体の活動へと展開できるよう、学校・行政・競技団体及び地域が連携して環

境整備に取り組みます。 

 

（4） 高齢者や障がいのある人のスポーツ・レクリエーション活動の機会提供 

○那覇市体育協会や沖縄県障がい者スポーツ協会等関係団体と連携し、高齢者や障が

いのある人等全ての市民を対象としたスポーツ・レクリエーション教室等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関連計画等 

 ◇那覇市スポーツ推進計画 
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施策 5  

3 人材育成と指導者の確保 

 

 課 題  

（１） スポーツ推進委員の育成・活動支援 

○市民のスポーツ・レクリエーション活動を推進する人材として、スポーツ推進委員16の育

成・確保に取り組んできましたが、近年、特に若年層において担い手が不足しています。 

 

（２） スポーツ・レクリエーション指導者の育成・活動支援 

○スポーツ競技団体や地域スポーツクラブにおいては、スポーツ指導に関する専門的な知

識を有する指導者が不足している他、休日部活動の地域展開に伴い教員に代わる地域

指導者の確保も課題となっています。 

 

 取組の柱と方針  

（１） スポーツ推進委員の育成・活動支援 

○スポーツ活動を推進する人材として、スポーツ推進委員の確保に努めるとともに、各種研

修会、講習会、研究大会を通じて、資質の向上を図ります。 

○スポーツ推進委員の活動内容について広く市民に周知し、市民のスポーツ・レクリエー

ション活動でのスポーツ推進委員の活用を呼びかけます。市民主催のスポーツ・レクリ

エーション活動の支援を行うことで、スポーツ推進委員の活動の活性化・充実を図りま

す。 

 

（２） スポーツ・レクリエーション指導者の育成・活動支援 

○那覇市体育協会や沖縄県障がい者スポーツ協会等の関係団体と連携して、専門的知

識と高い技術を有する指導者の育成・確保に努め、市内小中学校、関係団体、市主催の

スポーツイベント等において積極的に活用を図ります。 

○競技スポーツの競技力向上を図るため、那覇市体育協会等の関係団体と連携し、ス

ポーツ競技団体や地域スポーツクラブ等の指導者の育成、活動支援に取り組みます。 

〇休日部活動の地域展開に伴う指導者の確保については、沖縄県や沖縄県スポーツ協会

等の競技団体と連携し取り組みます。  

 
16 スポーツ推進委員 

「スポーツ基本法」に基づき、地域におけるスポーツの推進のため、市町村教育委員会から委嘱された非常勤職員の

ことをいいます。事業の実施に係る連絡調整、住民に対するスポーツ・レクリエーションの実技指導や助言、地域スポーツ

教室の企画・運営等を行います。 

 

 
関連計画等 

 ◇那覇市スポーツ推進計画 
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施策 5  

4 地域社会、学校、企業、スポーツ団体等との連携推進 

 

 課 題  

（１） 地域社会、学校、企業、スポーツ団体等との連携 

○スポーツ・レクリエーション活動の更なる推進に向け、地域社会、学校、企業、スポーツ団

体等と連携、協力することが必要です。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 地域社会、学校、企業、スポーツ団体等との連携 

○地域、学校、企業、スポーツ団体等との連携・協働により、ひやみかち なはウォークや

NAHAマラソン等の各種イベントを開催します。 

  

 

第 39回 NAHAマラソン 

ひやみかち なはウォーク 2025 

 
関連計画等 

 ◇那覇市スポーツ推進計画 
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施策の指標 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策 5-1 身近でスポーツ・レクリエーションができる環境の整備、充実 

 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策 5-2 市民のライフステージに合わせたスポーツ・レクリエーション  

の機会確保 

指標 社会体育施設の利用者数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

815,537人 817,500

指標
那覇市主催のスポーツ・レクリエーション大会等への参加者

数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

7,750人 8,000人
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【市魚】：まぐろ／Thunnus 

暖海棲で外海棲、回遊性の大型肉食魚で、 

日本を始めとする世界各地で重要な食用魚として漁獲されています。 

マグロの漁獲量では、県内一位の水揚げを誇っています。 

【市花】：ブーゲンビレア／Bougainvillea 

ブラジル原産のツル性花木。 

花（実際は苞（ほう））は、秋から春の低温期に開花し、 

色は紫、赤、白、混色と多彩。土壌適応性が広くて乾燥にも強く、 

鉢植えやビルの壁面緑化、垣根などに幅広く利用できます。 



 

 

- 70 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

近年、地域社会のつながりや支え合いの希薄化が進み、地域における教育力の低下、家庭の

孤立化など家庭教育の困難さも増している中で、学校を取り巻く問題の複雑化・困難化に対し

て社会総掛かりで対応することが求められています。そのためには、子どもたちの教育の在り方

として、地域と学校がパートナーとして連携・協働するための組織的・継続的な仕組みが必要不

可欠です。 

また、学習指導要領が目指す「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学校と地域が連

携・協働を一層進めていくことが重要であり、地域においても、より多くの地域住民等が子ども

たちの成長を支える活動に参画するための基盤を整備していくことが求められています。 

本市においては、子どもたちの主体性や社会参画への意識向上を図る活動、地域との絆を深

める活動、子どもたちの安全・安心な居場所の確保など、地域と学校が連携・協働して、地域全

体で子どもたちの学びや成長を支える活動を推進しています。 

これらの取り組みにより、地域の貴重な人材の協力のもと、未来の社会の創り手となる子ども

たちが多様な学習に触れる機会を創出しています。 

また、本市は多くの学校を有していることから、生活圏に学校があり、学校が身近に感じられ

る環境となっています。その立地条件を活かし学校を地域資源と捉え、市民に対して学校施設の

開放に努めています。 

市民にとって身近なスポーツ・レクリエーション施設である学校体育施設や、生涯学習の推進

と地域のコミュニティづくり、地域と学校との連携・交流の充実を図ることを目的として地域学校

連携施設★を設置しています。これらの施設は、地域のサークル活動や子ども会活動、研修会な

ど様々な団体に活用されていることから、より活発な利用を促進するための環境整備が求めら

れています。 

  

生涯学習を推進し、地域の教育力を向上させるまちづくり 

学校が学びや育ちの拠点となるまちをつくる 

政  策 

施策 6 
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施策 6  

１ 学校を拠点としたコミュニティの充実 

 

 課 題  

（１） 地域コミュニティの拠点づくりに向けた学校施設開放の充実 

〇地域コミュニティの拠点として、身近な公共施設である学校施設を開放しています。今

後、開放をさらに推進するため、管理運営について工夫していく必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 学校施設開放の拡充及び利便性の向上 

〇地域における生涯学習の推進とコミュ二ティ活動の拠点としての利用を促すため、小中

学校の地域学校連携施設17を地域住民等に広く開放します。 

〇地域学校連携施設について、人を介さず鍵の受け取りができるシステムの順次導入など

DX★を活用し利便性向上を図ってきました。今後も引き続き、利用団体の利便性向上を

図ります。  

  

 
17 地域学校連携施設 

地域学校連携施設は、児童生徒及び校区内の自主的な学習活動や交流の場として提供することで、学校と地域との

連携・交流の充実を図ることを目的として整備されたものです。放課後子ども教室、部活動等の保護者会やまちづくり協

議会の利用等、地域コミュニティの活性化などに利用いただいています。 

 
関連計画等 

 ◇第３次那覇市生涯学習推進計画 
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施策 6  

２ 学校施設を活用した地域との連携による青少年の健全育成 

 

 課 題  

（１） 子ども・若者の健やかな成長のための支援 

〇これからの社会の主体となる子どもたちが、安心して活動できる居場所づくりとして、学

校施設を活用した多様な体験・交流・学習の機会を提供する必要があります。 

〇那覇市の児童生徒は、子どもたちは、友達と遊びながら過ごしたり、大人から勉強を教

わったり、見守られるといった放課後の過ごし方を求めています。子どもたちの居場所づ

くりとして、地域の協力と人材活用を図り、子ども・若者の育成・支援に関わる団体や各

関係機関との連携を推進する必要があります。 

 

（2） 学校・家庭・地域及び関係機関が連携した取り組みの強化 

〇子ども・若者を取り巻く様々な課題を解決するには、学校・家庭・地域や関係機関・ＮＰＯ

などと連携を図り、個別的・継続的な支援体制を確立していくことが必要です。 

  

ボランティア講師による 

学習支援（書初め） 

校内の環境整備 

ボランティア講師による 

学習支援（そろばん学習） 
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 取組の柱と方針  

（1） 安全・安心な居場所づくりと環境整備 

〇子どもたちの安全・安心な居場所を確保するため、放課後や週末等に、学校施設等を活

用して、学習支援やスポーツ、文化、交流活動等の多様な活動の機会を提供する放課後

子ども教室を開設します。また、放課後児童クラブと連携を図り、「那覇市放課後児童対

策パッケージ★」を推進します。 

〇「放課後子ども教室」、「やる気・元気旗頭フェスタ inなは」、「子どもフェスタ inなは」等

の開催を通して、子どもたちが安心して活動できる環境や学び・体験・交流の機会を提

供し、子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進しま

す。 

 

（2） 子ども・若者を支援するネットワークの充実 

〇地域ぐるみで子ども・若者の育成を推進するため、健全育成活動の充実、学校・家庭・地

域の連携や学校教育における地域の人材活用などを図り、地域住民や関係機関等の参

画を促進することで、子ども・若者を支援するネットワークの充実に努めます。 

 

（3） 地域及び学校との連携の推進 

〇地域と学校が連携・協働して学校の活動（地域学校協働活動★）を支援するため、地域

と学校をつなぐ「地域学校協働活動推進員」を学校に配置し、地域全体で子どもたちの

成長を支える仕組みづくりとして「地域学校協働本部」の構築に取り組みます。 

  

  

 
関連計画等 

 ◇第３次那覇市生涯学習推進計画 



 

 

- 74 - 

 

施策 6  

3 学校施設を活用した生涯学習ができる環境の整備、充実 

 

 課 題  

（1） 学校施設を活用した生涯学習ができる環境の整備、充実  

〇地域住民が、身近な学習の場である地域学校連携施設等★の学校施設を活用して、気

軽に生涯学習活動を行える環境を整備する必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（1） 学校施設を活用した生涯学習ができる環境の整備、充実 

〇地域学校連携施設等の開放を進め、地域の団体やサークル活動等の自主的な学習活

動や交流の場を提供し、生涯学習環境の整備、充実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

昔ながらのゆし豆腐作り体験 

（食文化の継承） 

小学校体育館を利用した 

なは防災キャンプ（防災） 

中学校グラウンドを利用した小禄地区大運動会 

 
関連計画等 

 ◇第３次那覇市生涯学習推進計画 
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施策 6  

4 
学校体育施設を活用したスポーツ・レクリエーションができる環

境の整備、充実 

 

 課 題  

（1） 学校体育施設開放事業の充実 

〇市民が、スポーツ・レクリエーション活動に親しむには、身近な場所に施設・設備があり気

軽に利用できる環境を整備することが必要です。 

 

 取組の柱と方針  

（1） 学校体育施設開放事業の充実 

〇市民にとって身近なスポーツ・レクリエーション施設である学校体育施設（体育館・武道

場・夜間照明中学校運動場）については、今後も地域住民や各種スポーツサークル等に

開放するとともに、利用団体が気軽に利用できる環境の整備・充実を図ります。 

  

 

 

 

 

施策 6  

5 
市民のライフステージに合わせたスポーツ・レクリエーションの

機会確保 

 

 課 題  

（1） スポーツ・レクリエーション活動の機会提供 

〇市民が身近な場所で、それぞれの興味・目的に応じて活動できるスポーツ・レクリエー

ションの機会を確保する必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（1） スポーツ・レクリエーション活動の機会提供 

〇学校体育施設等を活用して、地域スポーツ・レクリエーション教室を開催します。また、地

域住民それぞれの興味・目的に応じたスポーツ・レクリエーション活動の機会を提供する

ため、スポーツ推進委員★やスポーツ専門指導員の派遣事業を行います。 

  

 

 

 

 

 

 

 
関連計画等 

 ◇那覇市スポーツ推進計画 
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施策の指標 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策 6-1 学校を拠点としたコミュニティの充実 

 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策 6-2 学校施設を活用した地域との連携による青少年の健全育成 

 

 
➡ 該当する具体的な取組：施策 6-4 学校体育施設を活用したスポーツ・レクリエーションが 

できる環境の整備、充実 

  

指標 地域学校連携施設延べ利用回数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

9,649回 10,100回

指標 放課後子ども教室が設置されている小学校区数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

32校 36校

指標 学校体育施設（小中学校体育館、中学校武道場）の利用

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

90.8% 95.0%
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【市木】：フクギ／Fukugi 

幸福や反映をもたらすとされる常緑高木。 

暴風・防災樹にもなり、樹液は古くから植物染料として利用されています。 

円錐状の樹冠は濃緑色の枝葉を密生させ、沖縄独特の亜熱帯的景観と 

よく調和します。 

【市花木】：ホウオウボク／Royal Poinciana 

花が中国の伝説の鳥、鳳凰に似ているため名付けられた 

マダガスカル原産の花木。花の色は赤とオレンジがあり、 

梅雨明けから 10月頃までに開花します。 

堂々とした樹冠は涼しい木陰をつくり、干ばつにも強いです。 
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 現 状  

今日まで脈々と受け継がれている琉球王国文化をはじめとする文化遺産は、幾多の時代

変遷の中で消滅の危機がありました。先の沖縄戦で失った多くの貴重な文化財は、戦後、修

復・復元され、文化財指定や世界遺産の登録を受け、観光や地域活性化等に大きく寄与して

きました。 

市内には「首里城跡」等の世界遺産以外にも、国宝「琉球国王尚家関係資料」、国指定史

跡｢崇元寺跡｣、国指定無形文化財「琉球古典音楽」「組踊音楽歌三線」「紅型」「首里の織

物」、その他国指定無形文化財（選択）「壺屋の荒焼」等の文化財が多様に存在します。 

国県市指定文化財以外にも、首里地域を中心に多くの未指定の文化資源が現存し、加え

て、地域に伝わる綱引き等の民俗文化資源も数多く存在します。 
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郷土の歴史、伝統文化・芸能にふれあい、新たな文化を

創造するまちづくり 

文化が保存され継承されるまちをつくる 

政  策 

施策 7 

那覇市内指定文化財件数一覧                                       （令和 7年５月末現在） 
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壺屋地域めぐりの活動の様子 

現地説明会の様子 
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施策 7  

１ 文化財の保存と継承 

 

 課 題  

（１） 多様な文化遺産の継承と保存・活用 

〇いまに伝わる多様な文化遺産を那覇市の「財産」として次世代に継承するため、地域の

文化財を保存・活用していく必要があります。 

 

 取組の柱と方針  

（１） 継承されてきた有形・無形の文化遺産の保存と後世への継承 

〇市内には指定文化財が 184件存在し、指定文化財以外にも首里地域をはじめ、旧那

覇、真和志地域、小禄地域には、多くの文化資源が確認されています。文化遺産の保存

と後世への継承については、地域の文化財を適切に保存・活用し、人々の交流や住民の

地域に対する誇りの向上に努めます。 

〇国指定の文化財については、国の指針にもとづき｢保存活用計画｣を策定し、整備事業を

行います。｢保存活用計画｣の策定にあたっては、外部有識者や地域住民等の意見を取

り入れながら、進めます。 

 

（２） 埋蔵文化財発掘調査で出土した遺物の保管・管理・活用 

〇開発工事等に係る埋蔵文化財の発掘調査等で出土した遺物を収蔵施設において適切

に保管・管理するとともに、遺物の調査・研究を行い、その成果をより多くの市民に公開し

活用できるよう努めます。 

 

（３） 地域の文化資源の保存・継承・活用 

〇市民が地域固有の文化を学び、理解することは、地域に対する誇りや愛着を深め、ひいて

はアイデンティティの醸成につながります。市民が主体的に、身近な地域の文化資源の

保存・継承・活用に取り組める機会の創出に努めます。 
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施策の指標 

 
   ➡ 該当する具体的な取組：施策７-１ 文化財の保存と継承  

 

 
   ➡ 該当する具体的な取組：施策７-１ 文化財の保存と継承  

 

 
   ➡ 該当する具体的な取組：施策７-１ 文化財の保存と継承  

指標 壺屋焼物博物館における出前講座等の実施回数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

30回 34回

指標 伊江殿内庭園保存整備事業の進捗状況

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

庭園主庭部整備 庭園内整備

3回

指標
埋蔵文化財発掘調査地での現地説明会及び展示会の開催

数

基準年

令和６年度

目標

令和10年度

1回
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指標一覧 

  

令和10年度

国語
ー2.1

ポイント
0ポイント

数学
ー4.5

ポイント
0ポイント

小学校 52.0% 58.0%

中学校 51.0% 57.0%

小学校 91.1% 95.0%

中学校 92.9% 95.0%

初任研 98.0% 98.0%

中堅研 90.3% 93.0%

2-6 ICT環境の整備と活用 7
授業にICTを活用して指導することが「できる」または

「ややできる」と回答した教員の割合
90.0%

小学校 19.7% 10.7%

中学校 9.0% 9.0%未満

小学校 187人 159人

中学校 351人 300人

小学校 88.9% 100%

中学校 76.5% 100%

3-3
学校給食施設の整備及び小規模学校給食

センター化の推進
11 小規模学校給食センターの数 12施設

目標値

令和６年度

施策

№
施策名

指標

№
指標

基準値

2-1 学力向上の推進

3
全国学力・学習状況調査における全国正答率との差

（中学校　国語・数学）

4 「学校に行くのが楽しい」と答えた児童生徒の割合

2-9
教員の子どもと向き合う時間の確保及び充

実
9

時間外在校等時間が月80時間を超える教職員の年間

延べ人数

2-4 生活リズム確立の推進 5 決まった時刻に起床している児童生徒の割合

2-5
教師の指導力向上のための研修機会の充

実
6

「沖縄県公立学校教員等育成指標」を基にした本市の

達成率

81.5%

2-7 不登校等児童生徒等への支援 8 相談機関等に繋がっていない不登校児童生徒の割合

3-2 学校施設のバリアフリー化 10
小中学校における昇降機設置率（設置校数/全学校

数）

10施設
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これらの指標は、施策の中で取り組まれる事業に明確な方向性を与えるための目標です。 

施策に掲げた「次世代の未来を拓き、豊かな学びと文化が薫る誇りあるまちＮＡＨＡ」をつくるた

めに様々な事業を実施しますが、取り組みを代表し、測定可能な指標の設定に留意しました。 

指標の設定にあたっては、行政が「どれだけやるか」という活動の量的な指標（活動指標）や

「どれだけ役に立ったか」という成果に関する指標（成果指標）を設定しています。  

令和10年度

12 図書館来館者数 379,084人

13 レファレンス（調査相談）の件数 771件

4-3 協働による生涯学習の推進 14 公民館における地域連携・世代間交流事業の実施数 70事業

5-1
身近でスポーツ・レクリエーションができる環

境の整備、充実
15 社会体育施設の利用者数 817,500人

5-2
市民のライフステージに合わせたスポーツ・

レクリエーションの機会確保
16

那覇市主催のスポーツ・レクリエーション大会等への参

加者数
8,000人

6-1 学校を拠点としたコミュニティの充実 17 地域学校連携施設延べ利用回数 10,100回

6-2
学校施設を活用した地域との連携による青

少年の健全育成
18 放課後子ども教室が設置されている小学校区数 36校

6-4
学校体育施設を活用したスポーツ・レクリ

エーションができる
19

学校体育施設（小中学校体育館、中学校武道場）の利

用
95.0%

20 壺屋焼物博物館における出前講座等の実施回数 34回

21 伊江殿内庭園保存整備事業の進捗状況 庭園内整備

22
埋蔵文化財発掘調査地での現地説明会及び展示会の

開催数
3回

7-1 文化財の保存と継承

30回

庭園主庭部整備

1回

90.8%

目標値

令和６年度

4-2 生涯学習関連事業の充実

675件

施策№ 施策名 指標№ 指標

基準値

64事業

815,537人

7,750人

9,649回

32校

362,526人
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